
お し え て 金 融 庁

平 成 1 7 年 ５ 月 2 4 日

金 融 庁 広 報 室



　ホームページを通じたコミュニケーションの特徴
　　 ◇ユビキタス性・・・・いつでも、どこでも、誰でも 　

　　　◇迅速性・・・・・・・スピーディ、２４時間３６５日
　　　◇インタラクティブ性・・・・・・双方向の情報伝達　　
　

　ホームページの果たす機能
　　 ◇ 国民に対して金融庁の活動、姿勢を説明
　　 ◇ 国民に対して正しい金融知識の普及
　　 ◇ 国民及び金融機関の窓口
　　 ◇ 金融庁の顔、玄関としての役割

（出所）「将来的な金融庁ホームぺージ仕様書」（㈱日立製作所作成）から抜粋

1



平成17年4月18日更新  更新履歴    

 

 

ホームページ検索(e-Gov) 

 
トピックスの一覧へ

平成17年4月15日 第29回金融審議会第一部会を開催しました。

平成17年4月13日 評定制度研究会第９回会合を開催しました。

平成17年4月13日 バーゼル委とIOSCOが協議文書を公表しました。

平成17年4月11日
事務ガイドライン（第三分冊：金融会社関係）を一部改
正しました。

平成17年4月8日
ご意見を募集しています。（証券会社の自己資本規制
に関する内閣府令関係）

 
(パンフレット等でわかりやすく解説しています。)

小学生の方へ 中学生・高校生の方へ 社会人になる方へ

おしえて金融庁の一覧へ

 

一般のみなさんへの一覧へ

預金保険制度  

金融改革プログラム  

証券仲介業制度  

中小企業金融  

 政策の一覧へ

免許・登録を受けている業者一覧  

経営健全化計画  

不良債権の状況  

公的資金の注入状況  

状況の一覧へ

 
ペイオフが解禁されま
した! 

政府広報オンライン  

金融庁について  

採用  

所管の法令・ガイドライ
ン等  

国会提出法案等  

法令解釈に係る照会手
続（ノーアクションレター
制度ほか）  

所管の法人等  

審議会・研究会等  

国際関連情報  

政策評価  

白書・年次報告  

パブリックコメント  

申請・届出などの手続
案内  

報道発表資料  

記者会見等  

情報公開・個人情報保
護  

予算・決算・調達  

 

金融庁発足以前の情
報  

新着メール配信サービ
ス  

音声自動応答サービス 

リンク集  

各種情報検索サービス
（EDINET等）

 サイトマップ｜著作権・リンクについて｜個人情報保護について｜免責事項2
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　○ 利用者である国民の視点に立った利便性の向上
　　　現行ホームページに係る利用者アンケートやユーザーテストの実
　　施等利用者側の視点での評価を基に、情報の受け手が目的のコンテ
　　ンツに容易に到達可能な形でトップページを再編成。

　○ 業として金融に携わる人だけでなく、多元的な情報の受
け手の存在を意識したサイト構成

　　　現行では、数あるコンテンツの一つとなっていた、一般のみなさ
　　ん（普段金融と深いつながりのない方々）向けのコンテンツを主要
　　な情報として取扱う。（「おしえて金融庁」及び「一般のみなさん
　　へ」のコーナーを新たに設置）

ホームページ改訂にあたっての基本的な考え方
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　○ 「行政情報の電子的提供に関する基本的考え方（指針）」
　（平成16年11月12日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡
　　会議決定）を踏まえた情報提供
　　　　指針に規定された、共通カテゴリー名に準拠する形で情報分類
　　　を行い、政府全体としての統一感を確保。（日本語版右側の１６
　　　の分類項目）

　○ トップページ改訂に引き続き、今後第２階層以下の改　
　 善を実施予定
　　　　今回の改訂に先立ち、外部専門家による第２階層以下も含めた
　　　改訂前ホームページの分析・コンサルティングを実施、今後の方
　　　向性に係る報告書を受領済み。
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金融庁殿

1

本ガイドラインの目的

トップページ公開以降も、本制作で展開したルールに基づいて本サイトコンセプトや

イメージを長期にわたって運用・継承し、オリジナルデザインを維持することを目的とする。

尚、基本的な考え方は、日本語・英語とも共通概念とする。

【探しやすさ】

【操作しやすさ】

【理解しやすさ】

明確なグルーピングとサイト構造の提供
・複数のまとまりによって構成される情報を適切な単位でグルーピングする
・現在閲覧しているページが何処なのか､明確にわかるような位置情報を提供する

一貫したナビゲーションの提供
・ウェブサイト全体で一貫したナビゲーションを用いる
・ナビゲーションエリアを設ける
・リンクは、リンク先が想定しやすいような文言とする

可視性と可読性の確保
・飛ばし読み、ひろい読みができるような、明確な文章構造にする
・文字色と背景色のコントラストを確保する
・図や写真などの画像、表組みを本文やその他の要素とはっきり区別する

デザイン基本指針
以下の３つの視点をデザインの基本指針とし、サイトのデザインに展開している
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金融庁殿

1

Ａ．ヘッダー　エリア

Ｂ．トピックス　エリア

Ｃ．一般消費者向け　エリア

Ｄ．金融庁特有コンテンツ　エリア

Ｅ．関連リンク　エリア

Ｆ．ＰＲメニュー　エリア

Ｇ．各府省共通カテゴリー　エリア

金融庁のサイトイメージを定着させる重要なエリア。シンボルマークと名称

を象徴的に扱い、本サイトの考え方や取組みをイメージさせたビジュアル

で表現させている。方針や姿勢の理解を促すために、｢キャッチコピー｣の

併用（画像にオーバーラップ）も効果的である。

国民へ金融庁の活動を開示するための注目度の高いエリア。注意を促す

ことや早く伝えることが望ましい情報を中心に５～７項目を目安として掲載

する。情報のカテゴリーを５つに分け、色別のアイコンによる認識性を高め

た工夫を施している。

金融に関する意識や知識が多くない方々に理解を深めるためのコンテンツ

を掲載した新しい試み。若年層を中心にしたコンテンツやユーザーのタイプ

別の入口を設け、親しみやすさを抱いて頂くために柔らかな色調とイラスト・

アイコンを多用した構成としている。

主に金融庁の業務に関連性や見識の深い方を対象としたコンテンツを掲
載。 「金融庁の政策」と「所管金融機関の状況」の２つの大項目に金融庁

特有の情報を収束させている。

金融庁関連機関へのリンクを掲載。

金融庁や省庁からの広報エリア。ＴＶ画面やポスター・刊行物などの掲載

により、各取組みのＰＲと本ホームページの情報鮮度を訴求する。

基本構成や考え方・免責事項など、本サイトの運営に関する情報を掲載。

住所、電話番号・著作権などを表示。

■各エリアの基本的な考え方

Ｂ

Ａ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｈ

Ｆ

Ｇ

Ｆ

行政情報の電子的提案に関する基本的な考え方（指針）に基づいた共通

のカテゴリーを中心に掲載。下方には国民との情報・意見の相互通信を目

的としたメニューを収束させている。

Ｈ．フッター　エリア

Ｅ

Ｄ

Ｃ

Ｂ

Ａ

Ｇ

Ｈ
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金融庁殿

1

情報構成の考え方について

・学生向けコンテンツの充実が必要。（ヒアリング）
・金融庁ホームページを訪れる目的＝研修・学習：578人中124人（アンケート）
・消費者に金融関連の正確な知識を身につけて欲しい。（アンケート）
・難しい言葉が多くてわからない。（ユーザーテスト）
・迷った時に対応できるヘルプ機能等、ユーザーの操作を補足できる情報が
必要。（ヒューリスティック評価）

Ｃ‐１．おしえて金融庁

Ｃ‐２．一般のみなさまへ

・金融サービス利用者コーナーを前面に出してほしい。（ヒアリング）
・よく利用するコンテンツ/機能として「金融サービス利用者コーナ」を挙げ
　たのは、548人中28人と少ない。（アンケート）

・利用者に有用な情報を提供すべき。（ヒアリング）
・リスクの話もあったら嬉しい。（ユーザーテスト）
・金融庁の存在が身近に感じられない。（アンケート）

→一般の消費者（投資家も含む）に向けた情報を発信するカテゴリを
設置。

→「お金を預けている方へ」などユーザーごとにカテゴリ分けを行い、
身近に感じることのできるような情報分類をおこなう。

→子供から社会人までをターゲットとし、金融のしくみについてわかり
やすく解説したコンテンツを用意し、世代別に構成。(小学生、中学
生・高校生、社会人向け）

→金融独自の難しい専門用語に対する用語集を配置。

Ｃ‐１

Ｃ‐２
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金 融 取 引 等 の 基 礎 的 知 識  

￥ 

金 融 取 引 等 の 基 礎 的 知 識  

年 
版 2005
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 金融のしくみ 

   小学生の方へ（HTML版）(PDF版)

  中学生・高校生の方へ 

  社会人になる方へ（PDF） 

 
  

（PDF）

 金融商品などに関する基礎知識（金融広報中央委員会） 

 金融早わかりＱ＆Ａ 

 金融経済教育懇談会 

 初等中等教育段階における金融経済教育に関するアンケートの公表について

（平成16年８月31日） 

 学校における金融教育の一層の推進に係る文部科学省への要請について（平

成14年11月14日） 

 金融経済教育を考えるシンポジウム（平成16年１月31日開催） 

 金融広報中央委員会のホームページ 

 

金融学習支援事業のご紹介【一般消費者向け】

   学習教材等の提供 

  講師の派遣 

  各種講演・セミナー等

学校教育支援事業のご紹介 

   教材等の提供 

  講師の派遣 

  各種セミナー・見学など

  

～ ご利用に当たっての注意事項 ～

 

 「金融商品などに関する基礎知識」、「金融学習支援事業のご紹介」及び「学校

教育支援事業のご紹介」は、金融広報中央委員会及び各業界団体が提供する金融商

品、金融学習・学校教育支援事業の情報を取りまとめたもので、それぞれ、金融広

報中央委員会及び各業界団体のホームページにリンクしています。 

 金融商品の利用に当たっては、必ず金融機関に問いあわせ、金融商品の内容をし

っかり確認して下さい。また、金融学習・学校教育支援事業のより詳しい内容の照

会や利用に当たっては、各提供団体に直接照会して下さい。
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金融商品などに関する基礎知識（金融広報中央委員会のホームページへ）

 
 
○ 金融商品全般

  
 
○ 投資信託

○ 預貯金  ○ 信託商品

○ 株式  ○ 生命保険

○ 公社債  ○ 損害保険

 
 
★

 
 
 金融庁では、金融商品などに関する簡単な内容を解説したパンフレット「2003年 新・くらしの
アドバイス（この商品・あの取引のここに注意！）」を全国の財務局又は財務事務所を通じて無
料で配布しております。 
 ご希望の方は各財務局又は財務事務所(PDF) までお申出下さい。

～ ご利用に当たっての注意事項 ～
 
 「金融商品などに関する基礎知識」、金融広報中央委員会が提供する金融商品を取りまとめたもので、金
融広報中央委員会のホームページにリンクしています。 
 金融商品の利用に当たっては、必ず金融機関に問いあわせ、金融商品の内容をしっかり確認して下さ
い。

1
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ホーム>>

 

金融商品の保護・制度、 金融取引のトラブル防止、 金融商品の選び方、 金融
商品大百科、

金融なんでも情報、 金融アラカルト、 金融機関経営の見方、 税金・保険、 年
金、

暮らしと金融なんでもデータ、 都道府県別個人預貯金残高、 eラーニング・通信
教育講座、

金融に関する消費者アンケート調査、 家計の金融資産に関する世論調査、 

自己診断：身近で役立つおかねの知識

 

 

 

●金融商品の保護・制度

 ■あなたの資産を守る「金融商品
の保護」 
 ■あなたの預金を守る「預金保険
制度」 
   －PDF(884KB)でも提供してます

 ■セーフティネットを考える 
 ■「ペイオフの解禁」について（日本銀行
へリンク） 
 ■動画「徹底検証！ペイオフの基礎知
識」 

 

●金融取引のトラブル防止

 ■はやわかり「金融商品販売法」 
 ■多重債務に陥らないために 
 ■契約時代の消費者講座 

 ■警告 外国為替証拠金取引に注意！ 
 ■注意！ 無認可共済への対応について 

 

●金融商品なんでも百科（総合目次・平成16年度版）

●金融商品なんでも百科（総合目次・平成15年度版）

 ■第１部：金融商品の選び方(平成15年度版)

  ■金融商品の選び方、つきあい方 
  ■金融商品を巡る環境の変化と自己責任時
代 
  ■ニーズにあった金融商品を探す方法 
  ■金融商品の保護について 
  ■金融機関選びのポイント 
  ■金融機関の安全性を見極める情報 

 ■やさしいデリバティブ 
  先物   オプション   スワッ
プ 
 

  ■第２部：金融商品大百科(平成15年度版)  ←50音別の
金融商品一覧表です。

  ■預貯金 
  ■郵便貯金 
  ■信託 
  ■公社債 

 ■その他の金融商品 
 ■金融商品と税金 
 ■ローン（住宅ローン以外） 
 ■住宅ローン 
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  ■株式 
  ■投資信託 
  ■保険／共済 
  ■財形貯蓄 

 ■知って得するマル得情報 
  （金利のタイプ、元利金の返済について） 
 
 ■各種金融機関の紹介 

  ■第３部：金融なんでも情報(平成15年度版)

  ■インターネットＨＰの活用術入門 
  ■金融機関の安全性を見極める情報 
  ■金融取引に関する相談窓口 

 

 

●金融アラカルト

 ■経済は連想ゲーム
だ！ 
 ■金融・経済指標の見
方 
 ■ライフプラン 

 ■金融の話あれこれ 
 ■講演会・シンポジウムから 
 ■金融機関の将来像＜座談会＞（日本銀行へリン
ク） 

 

●金融機関経営の見方

 ■金融機関の健全性をみるポイ
ント 
 ■ディスクロージャー誌の見方 

 ■ペイオフ解禁と金融機関の不良債権問
題 

 

●税金・保険

 ■私たちの身近な「税金」 
 ■わが家の味方「生命保険」 
 ■あなたの助っ人「介護保険」 
 ■平成15年度からの諸改正について 

 ■シリーズ社会保険 
  (1)雇用保険 
  (2)労働者災害補償保険 
  (3)医療保険 
  (4)生活保護制度 

 

●年金

 ■「年金シミュレーション」 
 ■年金に関する「Ｑ＆Ａ」 

 ■個人型確定拠出年金 
 ■企業年金 
 ■平成15年度からの諸改正について 

 

●暮らしと金融なんでもデータ 
==当委員会の冊子「暮らしと金融なんでもデータ（平成１６年度版）」からデータを
掲載しています。

 ■ 目次 
 ■1 家計の収支 
 ■2 金融資産と負債 
 ■3 雇用・労働 
 ■4 教育 
 ■5 住宅 
 ■6 冠婚葬祭 
 ■7 消費関連 

 ■8 老後 
 ■9 高齢化 
 ■10 社会保障 
 ■11 生活や金融に関する意識 
 ■12 一般経済指標 
 ■暮らしに役立つ参考情報 
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●都道府県別個人預貯金残高 
==平成15年3月末以降は、信用金庫のデータが入手できなくなりましたので、信
用金庫を除くベースとなっています。

 ■平成16年3月末 （PDF 20KB） 
 ■平成15年3月末 （PDF 40KB） 
 ■平成14年3月末 （PDF 50KB） 
 ■平成13年3月末 （PDF 51KB） 

 

 

●eラーニング・通信教育講座

 ■ｅラーニング：「くらしの金融 らくらくｅラーニング」 
 ■通信教育講座：「くらしに身近な金融講座」 

 

●金融に関する消費者アンケート調査

   －平成15年－ 
   －平成13年－ 

   

 

●家計の金融資産に関する世論調査

 ■平成16年

 ■調査の概要 
 
 ■調査結果 
   －平成16年－ 

 ■全国階層別データ 
   －平成16年－ 
 ■単純集計データ（調査票） 
   －平成16年－ 
   （全体） (PDF 132KB) 
   （2人以上の世帯） (PDF 132KB) 
   （単身世帯） (PDF 132KB) 

 ■平成15年まで

 ■調査の概要 
 ■統計表利用の注意事項 
 
 ■調査結果 
   －平成15年－ 
   －平成14年－ 
   －平成13年－ 
   －平成12年－ 
   －平成11年－ 
   －平成10年－ 
   －平成 9年（概要）－ 
 
 ■時系列データ（平成15年） 
 
 ■冊子「世論調査(平成14年度版)」 
  の正誤表(PDF) 
 

 ■全国階層別データ 
   －平成15年－ 
   －平成14年－ 
   －平成13年－ 
   －平成12年－ 
   －平成11年－ 
   －平成10年－ 
   －平成 9年－ 
 
 ■単純集計データ（調査票） 
   －平成15年－ (PDF 247KB) 
   －平成14年－ (PDF 219KB) 
   －平成13年－ (PDF 234KB) 
   －平成12年－ (PDF 295KB) 
   －平成11年－ 
   －平成10年－ 
   －平成 9年（調査票のみ）－ 

 

●自己診断：身近で役立つおかねの知識

   －平成17年－ 
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 お金を預けている方へ 

   預金保険制度（ペイオフ本格実施）

 

 保険を契約している方へ 

   保険契約者保護について（概要）

  根拠法のない共済について 

 

 投資を行っている方へ 

   投資者保護について 

  「コールド・コーリング」 －投資家への注意喚起―

  外国為替証拠金取引について 

  証券投資がより身近になりました！ 

 

 お金を借りる方、借りている方へ 

   違法な金融業者にご注意！

 

 その他の情報 

   金融商品販売法 

  商品券等の法制度について 

  電子金融取引 

  金融トラブル連絡調整協議会

  はやわかり本人確認法(PDF) 

 

 ご意見・ご相談を受け付けています！ 
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